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海難審判所の現状 

 

１ 海難審判制度の目的と任務 

海難審判法は，第１条において「職務上の故意又は過失によって海難を発生させた海技士若しくは小

型船舶操縦士又は水先人に対する懲戒を行うため，国土交通省に設置する海難審判所における審判の手

続等を定め，もつて海難の発生の防止に寄与することを目的とする。」として目的を定め，第８条にお

いて「海難審判所は，海技士若しくは小型船舶操縦士又は水先人に対する懲戒を行うための海難の調査

及び審判を行うことを任務とする。」として海難審判所の任務を定めています。また，これら任務を達

成するために第９条において海難審判所の行う調査や審判などの所掌事務を定めています。 

 

２ 海難審判所の組織と管轄 

海難審判所は，国家行政組織法第８条の３に規定された「特別の機関」であり，国土交通省に置かれ

ています。 

海難審判所の組織は，25人の審判官と23 人の理事官，その他の職員 34人からなる 82 人で構成され

ており，海難審判所（東京都）と函館，仙台，横浜，神戸，広島，門司（北九州市），長崎の各地方海

難審判所及び門司地方海難審判所那覇支所の全９箇所の審判所で，海難の調査及び審判を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組  織  図 
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３ 海難審判所の現状 

海難審判制度は，昭和 23 年の海難審判法施行以来，海難の原因究明を主たる目的とし，その付帯的

な行為として準司法的といわれる審判手続を採用し，受審人に対する懲戒などを行っていましたが，平

成 20 年の法改正により，懲戒の手続から海難の原因究明が分離されることとなり，以降，海難審判所

は，理事官による調査・審判開始の申立てと，海難関係人が列席する対審形式の審判により，海難を発

生させた海技士若しくは小型船舶操縦士又は水先人の職務上の故意又は過失を認定し，懲戒を行うこと

となりました。 

海難審判所では，東京の他，全国8箇所の各地方海難審判所において，テレビ会議システムを活用し

た調査・審判の実施による関係者の利便性の向上，GPS（全世界測位システム），AIS（船舶自動識別装

置），VDR（航海情報記録装置）等航海機器類のデータの活用による調査精度の向上，ホームページの充

実による適時適切な情報発信などに努めています。 

重大な海難（海難審判法施行規則第５条） 

１ 旅客のうちに，死亡者若しくは行方不明者又は２人以上の重傷者が発生したもの 

２ ５人以上の死亡者又は行方不明者が発生したもの 

３ 火災又は爆発により運航不能となったもの 

４ 油等の流出により環境に重大な影響を及ぼしたもの 

５ 次に掲げる船舶が全損となったもの 

イ 人の運送をする事業の用に供する13人以上の旅客定員を有する船舶 

ロ 物の運送をする事業の用に供する総トン数300トン以上の船舶 

ハ 総トン数100トン以上の漁船 

６ 前各号に掲げるもののほか，特に重大な社会的影響を及ぼしたものとして海難審判所長が認めたもの 
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地方海難審判所の管轄図 
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重大な海難は海難審判所（東京）で

取り扱い，それ以外の海難は当該海

難の発生した地点を管轄する地方海

難審判所が取り扱います。 


